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件  名 

埼玉県教育局等職員服務規程の一部を改正する訓令について 

 

提案理由  

 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、埼玉県教育局等職員服務

規程の一部を別紙のとおり改正したいので、審議願います。 

 

概  要  

１ 現行の訓令の内容 

  県教育局及び県立の教育機関（県立学校を除く。）に勤務する職員の服務について

必要な事項を定めるもの 

 

２ 改正の内容 

 ⑴ 子の出生日から５７日間以内に育児休業を取得する際の請求期限日を、「休業開 

  始希望日の１月前まで」から「休業開始希望日の２週間前まで」に変更する。 

 ⑵ 育児休業及び子の出生日から５７日間以内に取得する育児休業がそれぞれ原則 

  ２回まで取得可能になることに伴う規定の整備 

第 ６６ 号議案 

（総務課） 
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 ⑶ その他規定の整備   

 

３ 施行期日 

  令和４年１０月１日 



 埼玉県教育局等職員服務規程 新旧対照表                                       （傍線部分は、改正部分） 

改正案 現行 

埼玉県教育局等職員服務規程 埼玉県教育局等職員服務規程 

  

第一条～第十七条 （略） 第一条～第十七条 （略） 

  

（育児休業等の承認請求） （育児休業等の承認請求） 

第十七条の二 職員は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法

律第百十号。以下「育児休業法」という。）第二条第二項の規定により育

児休業の承認の請求をしようとするときは原則として育児休業をしよう

とする期間の始まる日の一月前（当該請求に係る子の出生の日から起算し

て五十七日までの期間内に育児休業をしようとする場合にあつては、二週

間前）までに、育児休業法第三条第一項の規定により育児休業の期間の延

長の請求をしようとするときは原則として現に承認を受けている育児休

業の期間の満了する日の一月前（当該請求に係る子の出生の日から起算し

て五十七日までの期間内にしている育児休業（当該期間内に延長後の育児

休業の期間の末日とされる日があることとなるものに限る。）の期間を延

長しようとする場合にあつては、二週間前）までに、育児休業承認請求書

（様式第十九号の二）を所属長を経て教育委員会に提出しなければならな

い。 

第十七条の二 職員は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法

律第百十号。以下「育児休業法」という。）第二条第二項の規定により育

児休業の承認の請求をしようとするときは原則として育児休業をしよう

とする期間の始まる日の一月前までに、育児休業法第三条第一項の規定に

より育児休業の期間の延長の請求をしようとするときは原則として現に

承認を受けている育児休業の期間の満了する日の一月前までに、育児休業

承認請求書（様式第十九号の二）を所属長を経て教育委員会に提出しなけ

ればならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

４ 職員は、育児休業条例第十一条第五号の規定により育児短時間勤務をし

ようとするときは、あらかじめ育児短時間勤務計画書（様式第十九号の五）

を育児短時間勤務承認請求書とともに所属長を経て教育委員会に提出し

なければならない。 

４ 職員は、育児休業条例第三条第四号の規定により再度の育児休業をしよ

うとするとき又は育児休業条例第十一条第五号の規定により育児短時間

勤務をしようとするときは、あらかじめ育児休業等計画書（様式第十九号

の五）を育児休業承認請求書又は育児短時間勤務承認請求書とともに所属

長を経て教育委員会に提出しなければならない。 

  

５ （略） ５ （略） 

  

第十七条の三～第三十五条 （略） 第十七条の三～第三十五条 （略） 

  

様式第１号～第19号 （略） 

 

様式第１号～第19号 （略） 
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改正案 現行 

様式第19号の２（第１７条の２関係） 

               表 
 

育 児 休 業 承 認 請 求 書               

年  月  日  

 埼玉県教育委員会 様 

所属所名             

職  名 氏       名   

 次のとおり
育 児 休 業 の 承 認
育児休業の期間の延長

を請求します。 

 

１ 請求に係る子 

氏     名   

 続     柄   

 生 年 月 日      年  月  日生  

 

２ 請求の内容       

□ 育児休業の承認（次に掲げる育児休業の承認を除く。） 

 

□ 同一の子に係る３回目以後の育児休業の承認（既に２回の育児休業（育児

休業法第２条第１項各号に掲げる育児休業を除く。）を取得した場合のものに

限る。） 

 

□ 育児休業の期間の最初の延長 

   

□ 育児休業の期間の再度の延長 

 

（同一の子に係る３回目以後の育児休業の承認（既に２回の育児休業（育児休

業法第２条第１項各号に掲げる育児休業を除く。）を取得した場合のものに限

る。）、育児休業の期間の再度の延長又は非常勤職員の１歳６か月までの子若し

くは２歳までの子の育児休業の承認が必要な事情を記入すること。） 

 

   

   

 ３ 請 求 期 間       年  月  日から     年  月  日まで  

 

４ 既に育児休業 

を し た 期 間 

年  月  日から     年  月  日まで  

 年  月  日から     年  月  日まで  

 年  月  日から     年  月  日まで  

 年  月  日から     年  月  日まで  

 
５ 配  偶  者 

氏  名   

 育児休業の期間 年  月  日から     年  月  日まで  

 ６ 備    考   

  

様式第19号の２（第１７条の２関係） 
育 児 休 業 承 認 請 求 書              

年  月  日  

 埼玉県教育委員会 様 

所属所名             

職  名 氏       名   

 次のとおり
育 児 休 業 の 承 認
育児休業の期間の延長

を請求します。 

 

１ 請求に係る子 

氏     名   

 続     柄   

 生 年 月 日      年  月  日生  

 

２ 請求の内容       

□ 育児休業の承認     □ 育児休業の期間の延長 

 

□ 再度の育児休業の承認  □ 育児休業の期間の再度の延長 

 

（再度の育児休業、育児休業の期間の再度の延長又は非常勤職員の１歳６

か月までの子若しくは２歳までの子の育児休業が必要な事情を記入するこ

と。） 

 

   

   

 ３ 請 求 期 間       年  月  日から     年  月  日まで  

 ４ 既に育児休業 

をした期間 

年  月  日から     年  月  日まで  

 年  月  日から     年  月  日まで  

 
５ 配  偶  者 

氏  名   

 育児休業の期間 年  月  日から     年  月  日まで  

 ６ 備    考   

（注）１ この請求書（非常勤職員の任期の更新等に伴う再度の育児休業及び育児休業の期間の延
長に係るものを除く。）には、請求に係る子の氏名、請求者との続柄及び生年月日を証明す
る書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書等）又はその写しを添付すること。 

２ 「２ 請求の内容」欄の「非常勤職員の１歳６か月までの子若しくは２歳までの子の育
児休業」とは、職員の育児休業等に関する条例（以下「条例」という。）第２条の３第３号
に掲げる場合又は第２条の４に規定する場合に該当してする育児休業をいう。 

３ 子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄は出産予定日以後の期間とし、「１ 
請求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生後、速やかに行うこと。 

４ 「５ 配偶者」欄は、非常勤職員が１歳２か月までの子、１歳６か月までの子又は２歳
までの子の育児休業をしようとする場合（条例第２条の３第２号若しくは第３号に掲げる
場合又は第２条の４に規定する場合に該当して育児休業の承認を請求する場合）に記入す
ること。 

５ 「６ 備考」欄には、(１)請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合（当該
請求に係る子の出生の日から57日間に、職員（当該期間内に出産休暇（職員の勤務時間、
休暇等に関する規則第11条第１項第１号に掲げる場合における特別休暇又は労働基準法
第65条第２項に掲げる場合における休暇をいう。）により勤務しなかった職員を除く。）が
当該請求に係る子について最初の育児休業をする場合を除く。）にあつてはその氏名、請求
者との続柄及び生年月日、(２)請求に係る子が養子の場合にあつては養子縁組の効力が生
じた日、(３)請求に係る子が特別養子縁組に係る監護期間中の者、養子縁組里親として委
託を受け養育する者又は条例第２条の２に規定する者である場合にあつては当該監護期
間が開始した日又は委託を受けた日、(４)請求に係る子以外の子について現に育児休業の
承認を受けている場合にあつてはその旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の
請求に係る期間等について記入すること。 

６ 該当する□にはレ印を記入すること。 
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改正案 現行 

裏 

（注）１ この請求書（職員の育児休業等に関する条例（以下「条例」という。）第３条第６号に掲げる
事情に該当してする育児休業及び育児休業の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に係る
子の氏名、請求者との続柄及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）
証明書等）又はその写しを添付すること。 

２ 「２ 請求の内容」欄の「非常勤職員の１歳６か月までの子若しくは２歳までの子の育児休
業」とは、条例第２条の３第３号に掲げる場合又は第２条の４に規定する場合に該当してする
育児休業をいう。 

３ 子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄は出産予定日以後の期間とし、「１ 請求
に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生後、速やかに行うこと。 

４ 条例第３条第６号に掲げる事情に該当してする育児休業をしようとする場合は、所属所名、
職名、氏名、「３ 請求期間」欄及び「４ 既に育児休業をした期間」欄のみを記入すること。 

５ 「５ 配偶者」欄は、非常勤職員が１歳２か月までの子、１歳６か月までの子又は２歳までの
子の育児休業をしようとする場合（条例第２条の３第２号若しくは第３号に掲げる場合又は第
２条の４に規定する場合に該当して育児休業の承認を請求する場合）に記入すること。 

６ 「６ 備考」欄には、(１)請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合にあつては
その氏名、請求者との続柄及び生年月日、(２)請求に係る子が養子の場合にあつては養子縁組
の効力が生じた日、(３)請求に係る子が特別養子縁組に係る監護期間中の者、養子縁組里親と
して委託を受け養育する者又は条例第２条の２に規定する者である場合にあつては当該監護期
間が開始した日又は委託を受けた日、(４)請求に係る子以外の子について現に育児休業の承認
を受けている場合にあつてはその旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る
期間等について記入すること。 

７ 該当する□にはレ印を記入すること。 

  

 

 

様式第１９号の３・第１９号の４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１９号の３・第１９号の４ （略） 
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改正案 現行 

様式第１９号の５（第１７条の２関係） 
 

育児短時間勤務計画書 

 

年  月  日  

 

 埼玉県教育委員会 様 

 

所属所名             

職  名 氏       名   

 

 職員の育児休業等に関する条例第11条第５号の規定に基づき、再度の育児短時間

勤務の承認の請求をする予定ですので、育児短時間勤務の計画について次のとおり

提出します。 

 なお、次の記載事項に変更が生じた場合は遅滞なく届け出ます。 

 １ 請求に係る子  

  子 の 氏 名  生 年 月 日 年  月  日生  

 ２ 請求者の計画  

  請 求 期 間 年  月  日から  年  月  日まで  

  再度の請求予定期間 年  月  日から  年  月  日まで  

 ３ 備 考   

（注）１ 育児短時間勤務計画書は、育児短時間勤務承認請求書と同時に（変更の

届出の場合は、記載事項に変更が生じた後、遅滞なく）提出すること。 

   ２ 「請求期間」欄には、育児短時間勤務承認請求書に記載した請求期間を

記入すること。 

   ３ 子の出生前に提出する場合は、「１ 請求に係る子」欄の記入は、出生後、

速やかに行うこと。 

   ４ 変更の届出の場合は、１及び２の記載事項のうち変更する箇所のみ記入

すること。 

  

様式第１９号の５（第１７条の２関係） 
 

育 児 休 業 等 計 画 書              

 

年  月  日  

 

 埼玉県教育委員会 様 

 

所属所名             

職  名 氏       名   

 

 職員の育児休業等に関する条例第３条第４号又は第11条第５号の規定に基づき、

再度の育児休業又は育児短時間勤務の承認の請求をする予定ですので、育児休業等

の計画について次のとおり提出します。 

 なお、次の記載事項に変更が生じた場合は遅滞なく届け出ます。 

 １ 請求の別  □ 育児休業    □ 育児短時間勤務  

 ２ 請求に係る子  

  子 の 氏 名  生 年 月 日 年  月  日生  

 ３ 請求者の計画  

  請 求 期 間 年  月  日から  年  月  日まで  

  再度の請求予定期間 年  月  日から  年  月  日まで  

 ４ 備 考   

（注）１ 育児休業等計画書は、育児休業承認請求書又は育児短時間勤務承認請求

書と同時に（変更の届出の場合は、記載事項に変更が生じた後、遅滞なく）

提出するものとする。 

   ２ 「請求期間」欄には、育児休業承認請求書又は育児短時間勤務承認請求

書に記載した請求期間を記入する。 

   ３ 子の出生前に提出する場合は、「２ 請求に係る子」欄の記入は、出生後、

速やかに行うこと。 

   ４ 変更の届出の場合は、１から３までの記載事項のうち変更する箇所のみ

記入する。 

   ５ 該当する□にはレ印を記入すること。 

  
様式第１９号の６～第２６号 （略） 様式第１９号の６～第２６号 （略） 
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改正案 現行 

様式第２７号（第３１条関係） 

事 故 報 告 書              

年  月  日 

埼玉県教育委員会教育長 様 

                     所属長名          

記 

事

故

者 

職  名 

（級号給） 
氏      名 年齢 住         所 

    

事故発生日時 年   月   日（  曜日）午前
午後  時  分頃 

事故発生場所  

事
故
の
内
容
及
び
原
因 

 

所
属
長
の
意
見 

 

備考 事故の内容により記載事項は、適宜変更して差し支えないこと。 

なお、必要な場合は、事故発生場所の見取図、事故の状況を詳細に説明した書面

等を添付すること。  
 

 

 

様式第２７号（第３１条関係） 

事 故 報 告 書              

年  月  日 

埼玉県教育委員会教育長 様 

                     所属長名          

記 

事

故

者 

職  名 

（級号給） 
氏      名 性別 

年齢 住         所 

    

事故発生日時 年   月   日（  曜日）午前
午後  時  分頃 

事故発生場所  

事
故
の
内
容
及
び
原
因 

 

所
属
長
の
意
見 

 

備考 事故の内容により記載事項は、適宜変更して差し支えないこと。 

なお、必要な場合は、事故発生場所の見取図、事故の状況を詳細に説明した書面

等を添付すること。  
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改正案 現行 

様式第２８号（第３１条関係） 
表 

交 通 事 故 報 告 書              

年  月  日 

埼玉県教育委員会教育長様 

                     所属長名        

記 

事故発生日時 年   月   日（  曜日）
午前
午後

  時  分頃 

事故発生場所 

 

区

分 

公務中 
県有車 

 私有車 

公務外 
 その他 

る
職
員 

事
故
に
係 

職  名 
（級号給） 

氏 名 年齢 住 所 負 傷 状 況 

（   ） 

    

 氏 名 
職業又
は職名 

年齢 住 所 負 傷 状 況 

当

方 

     

相 

手 

方 

     

当  方

の物損 
 

相手方

の物損 
 

  

様式第２８号（第３１条関係） 
表 

交 通 事 故 報 告 書              

年  月  日 

埼玉県教育委員会教育長様 

                     所属長名        

記 

事故発生日時 年   月   日（  曜日）
午前
午後

  時  分頃 

事故発生場所 

 

区

分 

公務中 
県有車 

 私有車 

公務外 
 その他 

る
職
員 

事
故
に
係 

職  名 
（級号給） 

氏 名 性別 
年齢 住 所 負 傷 状 況 

（   ） 

    

 氏 名 
職業又
は職名 

性別
年齢 

住 所 負 傷 状 況 

当

方 

     

相 

手 

方 

     

当  方

の物損 
 

相手方

の物損 
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改正案 現行 

裏 

事 

故 

の 

状 

況 

 

現 

場 

見 

取 

図 

 

事

故

の

原

因

等

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

所

属

長

の

意

見

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

備考 当方の欄には、事故に係る職員以外の者（例えば、同乗者、運転者等）を記入す

ること。  

裏 

事 

故 

の 

状 

況 

 

現 

場 

見 

取 

図 

 

事

故

の

原

因

等

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

所

属

長

の

意

見

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

備考 当方の欄には、事故に係る職員以外の者（例えば、同乗者、運転者等）を記入す

ること。  
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訓

令 

埼
玉
県
教
育
局 

 
 

 

県
立
教
育
機
関 

 
 

 

 

埼
玉
県
教
育
局
等
職
員
服
務
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

 
 

令
和
四
年 

月 

日 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

髙 

田 

直 

芳 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
教
育
局
等
職
員
服
務
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令 

 

埼
玉
県
教
育
局
等
職
員
服
務
規
程
（
昭
和
五
十
一
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓
令
第
四
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
二
第
一
項
中
「
始
ま
る
日
の
一
月
前
」
の
下
に
「
（
当
該
請
求
に
係
る
子
の
出
生

の
日
か
ら
起
算
し
て
五
十
七
日
ま
で
の
期
間
内
に
育
児
休
業
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

二
週
間
前
）
」
を
、
「
満
了
す
る
日
の
一
月
前
」
の
下
に
「
（
当
該
請
求
に
係
る
子
の
出
生
の
日

か
ら
起
算
し
て
五
十
七
日
ま
で
の
期
間
内
に
し
て
い
る
育
児
休
業
（
当
該
期
間
内
に
延
長
後
の
育

児
休
業
の
期
間
の
末
日
と
さ
れ
る
日
が
あ
る
こ
と
と
な
る
も
の
に
限
る
。
）
の
期
間
を
延
長
し
よ

う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
二
週
間
前
）
」
を
加
え
、
同
条
第
四
項
中
「
育
児
休
業
条
例
第
三

条
第
四
号
の
規
定
に
よ
り
再
度
の
育
児
休
業
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
又
は
」
を
削
り
、
「
育
児
休

業
等
計
画
書
」
を
「
育
児
短
時
間
勤
務
計
画
書
」
に
改
め
、
「
育
児
休
業
承
認
請
求
書
又
は
」
を

削
る
。 

 

様
式
第
十
九
号
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 
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育 児 休 業 承 認 請 求 書 

年  月  日  

 埼玉県教育委員会 様 

所属所名              

職  名  氏       名   

 次のとおり育 児 休 業 の 承 認
育児休業の期間の延長を請求します。 

   氏     名   

 １ 請求に係る子    続     柄   

   生 年 月 日      年  月  日生  

 

２ 請求の内容 

 

□ 育児休業の承認（次に掲げる育児休業の承認を除く。） 

 

□ 同一の子に係る３回目以後の育児休業の承認（既に２回の育児休業（育

児休業法第２条第１項各号に掲げる育児休業を除く。）を取得した場合の

ものに限る。） 

 

□ 育児休業の期間の最初の延長 

 

□ 育児休業の期間の再度の延長 

 

（同一の子に係る３回目以後の育児休業の承認（既に２回の育児休業（育児 

休業法第２条第１項各号に掲げる育児休業を除く。）を取得した場合のもの 

に限る。）、育児休業の期間の再度の延長又は非常勤職員の１歳６か月まで 

の子若しくは２歳までの子の育児休業の承認が必要な事情を記入すること。） 

 

   

   

 ３ 請 求 期 間 年  月  日から    年  月  日まで  

 

４ 
既に育児休業

をした期間 

年  月  日から    年  月  日まで  

 年  月  日から    年  月  日まで  

 年  月  日から    年  月  日まで  

 年  月  日から    年  月  日まで  

 
５ 配 偶 者 

氏  名   

 育児休業の期間 年  月  日から    年  月  日まで  

 ６ 備 考   

     

 

様式第１９号の２（第１７条の２関係） 

表 
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裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ この請求書（職員の育児休業等に関する条例（以下「条例」という。）第３条第６号に掲げ

る事情に該当してする育児休業及び育児休業の期間の延長に係るものを除く。）には、請求に

係る子の氏名、請求者との続柄及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生

（産）証明書等）又はその写しを添付すること。 

２ 「２ 請求の内容」欄の「非常勤職員の１歳６か月までの子若しくは２歳までの子の育児休

業」とは、条例第２条の３第３号に掲げる場合又は第２条の４に規定する場合に該当してする

育児休業をいう。 

３ 子の出生前に請求する場合は、「３ 請求期間」欄は出産予定日以後の期間とし、「１ 請

求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は、出生後、速やかに行うこと。 

４ 条例第３条第６号に掲げる事情に該当してする育児休業をしようとする場合は、所属所名、

職名、氏名、「３ 請求期間」欄及び「４ 既に育児休業をした期間」欄のみを記入すること。 

５ 「５ 配偶者」欄は、非常勤職員が１歳２か月までの子、１歳６か月までの子又は２歳まで

の子の育児休業をしようとする場合（条例第２条の３第２号若しくは第３号に掲げる場合又は

第２条の４に規定する場合に該当して育児休業の承認を請求する場合）に記入すること。 

６ 「６ 備考」欄には、(１)請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合にあつては

その氏名、請求者との続柄及び生年月日、(２)請求に係る子が養子の場合にあつては養子縁組

の効力が生じた日、(３)請求に係る子が特別養子縁組に係る監護期間中の者、養子縁組里親と

して委託を受け養育する者又は条例第２条の２に規定する者である場合にあつては当該監護期

間が開始した日又は委託を受けた日、(４)請求に係る子以外の子について現に育児休業の承認

を受けている場合にあつてはその旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る

期間等について記入すること。 

７ 該当する□にはレ印を記入すること。 
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様
式
第
十
九
号
の
五
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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育児短時間勤務計画書 

年  月  日  

 埼玉県教育委員会 様 

所属所名             

職  名 氏       名   

職員の育児休業等に関する条例第 11条第５号の規定に基づき、再度の育児短時間勤務の承

認の請求をする予定ですので、育児短時間勤務の計画について次のとおり提出します。 

なお、次の記載事項に変更が生じた場合は、遅滞なく届け出ます。 

 １ 請求に係る子  

   子  の  氏  名             生 年 月 日 年  月  日生  

 ２ 請求者の計画  

   請 求 期 間            年  月  日から   年  月  日まで  

   再度の請求予定期間            年  月  日から   年  月  日まで  

 ３ 備         考   

 
（注）１ 育児短時間勤務計画書は、育児短時間勤務承認請求書と同時に（変更の届出の場

合は、記載事項に変更が生じた後、遅滞なく）提出すること。 

   ２ 「請求期間」欄には、育児短時間勤務承認請求書に記載した請求期間を記入する

こと。 

３ 子の出生前に提出する場合は、「１ 請求に係る子」欄の記入は、出生後、速やか

に行うこと。 

４ 変更の届出の場合は、１及び２の記載事項のうち変更する箇所のみ記入すること。 

 

様式第１９号の５（第１７条の２関係） 
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性
別

 
年
齢

 

 

年
齢

 

 

 

様
式
第
二
十
七
号
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

  
様
式
第
二
十
八
号
（
表
）
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 

に 

 

改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

１ 

こ
の
訓
令
は
、
令
和
四
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

こ
の
訓
令
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
教
育
局
等
職
員
服
務
規
程
に
定
め
る
様
式
の
用
紙
は
、

当
分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

「 

」 
性
別

 
年
齢

 

 

「 
年
齢

 

 

」 

」 

「 
性
別

 
年
齢

 

 

「 
年
齢

 

 

」 

「 

」 

「 

」 
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